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国立大学法人東京大学の中期目標・中期計画一覧表 
 

     

                                  中 期 目 標 中 期 計 画 

（前文）大学の基本的な目標 
 東京大学は、人類普遍の真理と真実を追求し、世界の平和と人類の福祉の向上、科学・技術の進歩、人類
と自然の共存、安全な環境の創造、諸地域の均衡の取れた持続的な発展、文化の批判的継承と創造に、その
教育・研究活動を通じて貢献することを大学の基本理念・使命とする。平成 15 年 3 月に制定した「東京大
学憲章」は、この使命の達成に向けて依って立つべき理念と目標を定めたものであり、教育・研究活動及び
組織運営の基本目標は以下のように要約される。 
１． 学術の基本目標 
 学問の自由を基調として、真理の探究と知の創造を求め、世界最高水準の教育・研究活動を維持し、発展
させることを目標とする。学術が社会に及ぼす影響を重く受け止め、社会のダイナミズムに対応した幅広い
相互連携を確立・促進し、人類の発展への貢献に努める。創立以来の学問研究の伝統・蓄積を広く社会に還
元するとともに、世界的な教育・研究拠点として国際学術交流の進展を図る。 
２． 教育の基本目標 
 広い視野を有しつつ高度の専門的知識と理解力・洞察力・実践力・想像力を兼ね備え、かつ、国際性と開
拓者精神を持った、各分野の指導的人材の養成、すなわち、世界的な視野を持った知的指導者の養成を目指
す。このため、学生の個性と学習する権利を尊重した、世界最高水準の教育を追求する。 
３． 研究の基本目標 
 真理の探究と学知の創成に携わる構成員の多様で、自主的かつ創造的な研究活動を尊重しつつ、促進して、
世界最高水準の研究を追求する。既存の学問体系・専門分野を批判的に継承しつつ、萌芽的研究や未踏の研
究分野の開拓に積極的に取り組む。特に、広く諸分野を横断する研究課題に対しては、総合大学としての特
性を十全に活用して、多様な研究者個人・組織間の適正な連接を図り、学際的研究の更なる活性化と、学の
融合を通じての新たな学問分野の創出を目指す。また、大学や国境を超えた研究連携の輪を広げて、世界的
視野に立つネットワーク型研究の牽引車の役割を担う。 
４． 大学の自治に基づく組織運営の基本目標 
国民から期待され、付託された大学の重大な使命とは、種々の利害を離れて自由な学知の創造と発展を、
大学の自治精神のもとに追求し続けることによって、広く人類社会へ貢献することであることを深く自覚
し、不断の自己点検に努めるとともに、その付託に伴う責務を自律的に果たす。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織 
 １ 中期目標の期間 
 平成16年4月1日から平成22年3月31日までの6年間 
 ２ 教育研究上の基本組織 
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  この中期目標を達成するため、別表に記載する学部・研
究科等、附置研究所を置く。 
Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
１ 教育に関する目標 
（１）教育の成果に関する目標 
○ 総合的判断力、社会的責任感、地球的な視野を有する
人材の育成を学部前期課程教育の目標とする。 

 
 
 
 
 
 
○ 深い専門性と広い視野を併せ持つ人材の育成を学
部後期課程教育の目標とする。 

 
 
○ 未踏の領域に果敢に挑戦する開拓者精神に富んだ国
際的に活躍できる研究者及び社会の先頭に立つ人材の
育成を大学院教育の目標とする。 

 
 
 
 
 
○ 高度専門職業人教育や社会人再教育など社会との
連携を積極的に進める。 

 
 
 
 
 
 
○ 全学あるいは部局単位での教育実態調査や適切な第
三者評価等により教育の成果・効果の検証を行う。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 教育に関する目標を達成するための措置 
（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置 
○ 学部前期課程教育の成果に関する具体的目標 
・ 教養学部を責任部局とする学部前期課程を置き、リベラル・アーツ教育を重視し、専門分野に
とらわれない教養教育を実施する。 
・ すべての部局が協力して学部前期課程教育に参加することで、多様な学問分野の最先端の研究
成果を教育内容に反映させ、学生の知識欲を増進する教養教育を実現する。 
・ 専門分野を入学時に決めるのではなく、学生が前期課程での学習を通じて知識や判断力を身に
付けた上で専門分野を決めて後期課程の進学先を選ぶ仕組み（進学振分け制度）を維持・改善し、
学生がより適切な進路選択を行えるようにする。 

○ 学部後期課程教育の成果に関する具体的目標 
 ・ 専門分野の基礎となる知識と手法を確実に身に付け活用できる能力、及び、他者の見解や意見
に適切な批判を加え、必要に応じ柔軟に取り入れることができる能力を有する人材の育成を目指
す。 

○ 大学院教育の成果に関する具体的目標 
 ・ 多様な専門分野に展開する学部・研究科・学環・学府に加え、最先端の研究に取り組んでいる
特色ある附置研究所・センター群を擁する総合研究教育大学の特徴を活かし、未来を切り拓く卓
越した研究を大学院教育に反映させる。 
・ 修士課程では、専門的素養を身に付け、産業界、官界、教育界等で先頭に立って活躍しうる人
材、あるいは博士課程へ進学して更に高度の学術研究を推進しうる人材の育成を目指す。 
・ 博士課程では、学際性・国際性・総合力を兼ね備え学術の継承と発展を担う専門研究・教育者、
及び、深い専門性と広い視野を持って社会の指導者として活躍できる人材の育成を目指す。 

○ 高度専門職業人教育及び社会人再教育の成果に関する具体的目標 
・ 高度専門職業人教育においては、幅広い素養と深い専門性を兼ね備え、社会の要請に応えられ
る高い志と強い責任感・倫理観を持ち、多面的な視点から問題設定とその解決ができる人材の
育成を目指す。 
・ 専門職大学院制度を適用することがふさわしい場合には、専門職大学院の創設を図り、高度の
研究に裏打ちされた教育を目指す。 

 ・ 社会人の再教育においては、時代の必要性に即した高度な専門的知識・技術の教授や最前線
の研究活動を通して、先端的分野や国際的分野で活躍するための能力の涵養を図る。 

○ 教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 
 ・ 学部卒業者、大学院修了者の学位取得状況、卒業・修了後の状況、大学における授業の実態に
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ついて適宜調査を行い、きめ細かく検討する。 
 ・ 全学的な自己点検活動の報告書、学生生活実態調査の報告書、部局単位の自己点検資料・外部
評価報告書、第三者による適切な教育評価結果を最大限に活用し、教育の成果・効果に関する点
検の質を向上させる。 

○ 中期目標の期間中の各年度の学生収容定員を別表に記載。 
（２）教育内容等に関する目標 
〇 東京大学で学ぶにふさわしい資質を有するすべての
者に門戸を開き、多くの優秀な人材の受入れに努めるこ
とを入学者選抜の基本方針とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇 各学部・研究科等の教育目標に即して体系的な教育課
程を編成し、かつ学生にとって魅力ある内容の授業を提
供する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置 
○ 入学者選抜の基本方針に応じた入学者受入れを実現するための具体的方策 
 ・ 入学者選抜に関する適切な情報を積極的に提供する。 
・ すべての課程の入学者選抜を、本学で学ぶにふさわしい資質を有する多様な人材に開かれたも
のにするとともに、入学者選抜の公平性の維持に努める。 
・ 世界に開かれた大学を目指して、外国人留学生の柔軟な受入れ体制の整備に努め、世界諸国か
らの優れた学生の受入れを促進する。 
・ 教養学部各科類入学者の選抜は全学体制で行い、広範な基礎学力を有し柔軟かつ論理的な思考
に秀でた学生を受け入れる。また、専門分野選択の自由度を増大させるため、全科類から全学部
に進学しうる進学振分け制度を平成18年度以降の入学生から実施する。 

 ・ 大学院における選抜では、多様な選抜方式の導入等によってさまざまな学問分野や背景を持つ
学生を受入れることのできる体制を整備し、優れた学生の国内外からの受入れに努める。特に優
れた能力を有する学部学生が、学部課程修了前に大学院へ入学できる制度を整備する。 

 ・ 高度専門職業人教育や社会人再教育など、社会との連携を推進し、積極的に社会人への門戸を
開く。 

○ 教育目標に応じた教育課程を編成するための具体的方策 
・ 学部・研究科を横断して学習することを可能にするために、全学的な時間割の調整や授業デー
タベースの作成等を行う。 
・ 学部、大学院ともシラバスや授業内容をホームページで公開する。 
・ 学部教育期間を通じたカリキュラムを編成するという観点から、前期課程では、科類ごとのカ
リキュラムの特徴をより明確にし、科目間の有機的な関連付けを整える。 

 ・ 学部後期課程教育では、学生自らが主体的に専門的知識を深め、系統的に把握できるような学
習態度と基本的技法を習得させるとともに、環境への配慮など社会的・倫理的規範意識を培う
教育課程の編成に努める。 

 ・ 大学院教育では、それぞれの学問分野で共通の基軸となる授業を実施することによって、研究
者養成のみならず高度専門職業人教育や社会人教育など学生の多様な学習目的・経歴に対応した
教育体制の整備を目指す。また、ダブルメジャー制度等による学際性・国際性に富んだ学生の養
成を可能とする教育課程の導入を検討する。 

 ・ 大学院の研究指導においては、修士課程では、修士論文研究等を通して学生に先端的研究プロセス
を体験させ、博士課程では、自ら第一線で研究を行い国際的に評価される成果をあげるように指導す
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〇 教育課程や個々の授業の特性に合致した授業形態を
工夫し、新たな学習指導法の開発に意欲的に取り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇 厳格にして適切な成績評価を行う。 
 
 

る体制を整える。  
・ 最先端の研究に触れる機会を増やすために、国内外の一流研究者が集うセミナー・シンポジウム・
学会や他大学研究室への派遣のための援助を拡大する。 
・ 世界的な視野で研究を展開する能力の涵養を目的として、海外研究者の招聘を進めるなどにより、
外国人研究者や海外研究機関との交流を活性化する。 

○ 授業形態、学習指導法等に関する具体的方策 
・ 学問分野・課程の特性に応じて、小人数授業等、授業者と学習者間の双方向性を重視した教
育方法による授業の拡充を図る。 

・ 情報機器を用いた教育形態を拡充し、最新情報技術の習得と活用能力の養成を目指した教育体
制を整備する。 

 ・ 学問分野の特性に応じて、海外の大学等との連携や協定による学生の交換を進め、大学院学
生の海外留学や研修への参加を奨励する。 

 ・ 大学院において、教育面での国際化を進め、外国語による講義や論文指導など、外国人留学生
の勉学の助けとなり、かつ、日本人学生の学術に関する国際的コミュニケーション能力の向上
が可能となるような授業形態を検討する。 

 ・ 大学院教育の一環として、学生に教える側に立つ機会を与えるために、ティーチング・アシス
タント（TA）制度を積極的に活用する。 

○ 適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 
 ・ それぞれの課程に適した公平かつ厳格な成績評価を可能にする基準を設定し、評価判定する体
制の整備を図る。 

 ・ 修士課程においては、専門分野で活躍できるために最低限必要な知識や方法の体得を成績評価
の基準とし、試験やレポート等学問分野に応じた適切な方法により公正な判定を行う。 

 ・ 修士論文の評価では、学生の課題探求能力や解決能力等にきめ細かい判断基準を適用する。 
 ・ 高度専門職業人教育においては、成績評価と修了認定の信頼性確保のために、評価・認定の

基準を明確に示し、公平性と厳格性を維持する。 
 ・ 博士論文の評価は、自ら問題を見出し解決する能力の有無を確かめることに重点を置きつつ、

論文の独創性、完成度、発展性等を基準とする。 
 ・ 優秀な学生に対する奨学金制度の充実、学生の顕彰制度の整備、教育研究奨励表彰制度の充実

や特に優れた研究を行った学生に対して通常の在籍期間より短い期間で学位を取得できる機会を
与える仕組み等、学生の研究・学習意欲を高める方策を進める。 

（３）教育の実施体制等に関する目標  
○ 優れた教員を適切に配置するとともに、教員が研究者
としての経験と実績を教育に発揮できる支援体制を整
備する。 
 

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 
○ 教職員の適切な配置等に関する具体的方策 
 ・ 多様性が創造性を生み出すことに鑑み、教員の多様性に配慮した人事的取組みを継続する。 
 ・ 総長裁量によって、一定数の教職員を、中長期的視野に立った全学的なアカデミックプランに
基づいて配置できるような仕組みを構築する。 
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○ 教育に対する支援・サービス機能の充実と改善に努
め、学生が充実した情報環境やライブラリー機能を利
用・活用できるようにする。 
 
 
 
 
○ 教育活動及び教育実施体制について自己点検すると
ともに第三者評価を受け、教育目標の達成に資する教育
カリキュラムの改善に反映させる。 

 

・ 附置研究所・センター等の教員は、より積極的・主体的に大学院教育に参加する。 
・ 優れた人材を教育支援者として配置できるような条件を整備する。 
・ 教員の教育改善活動を支援する体制を整え、必要に応じてファカルティ・ディベロップメント
等の施策を効率的に実施する。 

○ 教育に必要な設備、図書館、博物館、情報ネットワーク等の活用・整備に関する具体的方策 
 ・ 教育環境の基礎的な整備として、教室・実験棟・体育館等の整備、図書館の整備、博物館の整
備、情報ネットワーク・計算機システムの充実、バリアフリー化等の施策を各部局の特性に応じ
て進める。 

・ 図書館については、本郷の総合図書館、駒場図書館、柏新図書館、各部局図書館・室が連携し
て、学習用図書・雑誌、研究用図書・雑誌、電子ジャーナル、データベース等を整備する。特に
全学的な利用が展開される電子ジャーナル、データベースの充実を図る。 

○ 教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策 
・ 昭和２５年以降毎年定期的に実施している学生生活実態調査を更に継続し、学生からの学習環
境改善等の要望に迅速に対応する。 
・ カリキュラム、授業内容等について適切な時期に点検評価を行い、新しい教育モデルの開発に
役立てる。その際、学生による授業評価等を有効活用する。 

（４）学生への支援に関する目標 
○ 学習意欲の喚起を図る環境や学習相談の体制を整え
る。 
 
○ カウンセリング等の学生相談は、その機能を学生の
人間形成を促す大学教育の一環として位置付ける。生
活相談を効果的に行うとともに、学生の就職活動を支
援する。 
 
 
 
 
○ 経済的支援体制の整備 
  有為な人材の育成と教育の機会均等を実現するた
め、学生の経済的支援の充実を図る。 
○ 社会人や外国人留学生が学習を継続できる制度や支
援体制を整備するなど、世界中の優秀な学生にとって
魅力的な教育環境の実現に努める。 
 

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置 
○ 学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策 
 ・ 個々の学生の学習・研究、専門分野や授業の履修に関するきめ細かい相談・指導・助言体制の
充実を図る。相談等の組織的対応においては男女共同参画の理念を念頭に置いて進める。 

○ 生活相談・就職支援等に関する具体的方策 
 ・ 専門的知識を有する担当者の配置等、多岐にわたる相談内容に対応できる学生相談体制を整備
する。 

 ・ 悩みやハラスメント等学生からの相談・申し出等に対応するための体制を整備する。ホームペ
ージの充実、学生生活・就職等に関する各種セミナーの開催等を実施する。 

 ・ 心身両面にわたる学生の健康保持・増進のため、種々のスポーツ・健康教育の充実、診断・診
療・相談等の健康関連サービスの業務機能の充実を図る。 

 ・ 求人・就職・資格取得等の就職関連情報の公開や就職への動機付け等の就職活動の支援を行う。 
○ 経済的支援に関する具体的方策 
 ・ 外部資金も資金源として視野に入れ、学生の経済的支援と修学意欲の高揚に最も有効な方策を
検討する。既存の経済的支援については、引き続き、制度の周知徹底と迅速な情報提供に努める。 

○ 社会人・外国人留学生に対する配慮 
・ 外国人留学生の学習相談、健康・安全管理については、生活、心理面でのケアにも配慮した取
組みを進める。 
・ 外国人留学生に対する経済的支援のため、東京大学外国人留学生後援会等の充実を図る。 
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○ 充実した学生生活を送るための支援体制の強化を図
る。 
 
 
 
 
 
○ 障害を持つ学生も含めて教育の機会均等を図るた
め、バリアフリー環境の実現を目指す。 

 

・ 優秀な外国人留学生が集まるような国際性に富む教育環境をいくつかの部局において先導的に
整備する。 

 ・ 社会人の就学と再教育の機会を拡大し、働きながら学べる教育環境の実現を目指す。 
○ 学生生活支援に関する具体的方策 
・ 学生の交流スペース、憩いの場を確保し、課外活動施設の充実に努める。 
・ 学生の課外活動を支援するための各種施策を実施する。 
・ 各キャンパスの状況に応じた福利厚生施設の充実等学生生活環境の改善を図る。 
 ・ 多様な学生が集団生活を通して互いに人間的成長を遂げるという教育的視点から、また、経済
的に恵まれない学生や外国人留学生の経済的支援のため、学生寮を効率性に留意しつつ維持・整
備する。 

○ バリアフリー環境の実現に関する具体的方策 
 ・ 障害を持つ学生に対する情報保障、交通・移動の保障のため、人的サポート（バリアフリー要
員等）と相談体制を構築する。設備・機器によるバリアフリー支援も併せて実施する。 

２ 研究に関する目標 
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 
○ 研究の体系化と継承を尊重しつつ、萌芽的・先端的研
究、未踏の研究分野の開拓、あるいは新たな学の融合に
積極的に取り組み、世界を視野に置いたネットワーク型
研究の牽引車の役割を果たす。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 
○ 目指すべき研究の方向性 
・ 本学は我が国最大規模の総合大学であり、多数の部局 (学部・研究科等、附置研究所、センタ
ー等)及び多数の研究科附属・附置研究所附属の施設から成る。学部・研究科等は、附置研究所や
多数のセンター・施設等と有機的に連携して研究活動を行い、学術研究の活性化と卓越した研究
者の育成を推し進める。 
・ 新しい研究計画を研究者や部局がボトムアップ的に提案し、学内においてピアレヴューを行っ
て、大学として重点的な研究を総長を中心に決定し、当該研究を全学的に支援する体制を整備す
る。 
・ 附置研究所は、研究拠点として研究の直接成果により、また、先端的研究を通した高度研究者
の育成により社会に貢献し、学内においては学部・研究科等との連携を強める。 
・ 従来の全国共同利用の附置研究所・施設等は、上記に加え、大学法人の枠を越えて全国の関連
研究分野の中核として学術研究の推進と卓越した研究者の育成に貢献する。 

・ センターは、全学的目的を達成するため、萌芽的・先端的研究の育成又は教育・研究の支援を
行う。 
・ 政府など外部に対し積極的に働きかけ、研究資源を獲得する。獲得資源は総長裁量等に基づき
適切に配分する。 

・ 新しい分野について創造性と独創性に優れた先端的研究のための拠点の形成を図るとともに、
領域横断的な学の融合と学際的協調により新たな学問領域の創成を図る。 
・ 学問の進展と社会の変化から生起する新たな課題に対しては、既存の学問領域と組織の枠組み
を越えて先駆的・機動的・実践的に応え得る国際的な研究拠点の形成を図る。 
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〇 研究成果を積極的に社会に還元・応用・活用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 多様にして自主的かつ創造的な研究活動を尊び、高度
な研究を追求し、その研究活動を自ら点検し、これを
社会に開示するとともに、適切な第三者からの評価を
受け、説明責任を果たす。 

 

・ 学内外に開放された共同研究プロジェクトを全学的体制により支援するとともに、競争的研究
資金による研究活動の支援を積極的に行う。 

○ 成果の社会への還元に関する具体的方策 
・ 豊かな伝統文化の継承・発展を促進する学術活動の意義について一般社会の理解を促進するた 
めに情報発信・広報活動を展開する。 
・ 産業界との連携を推進する体制を整備する。 
・ 研究成果の社会への直接的な貢献に加え、社会への情報発信・サービス提供、企業等との関係
強化に力を入れ、研究成果を積極的に還元していく。 

・ 社会と連携する研究を基礎研究に反映させることに努めるとともに、教育を通じて研究成果を
社会に還元するため、最先端の研究成果を教育に活かす。 
・ 寄付講座、寄付研究部門の設置を積極的に支援する。また、外部機関との連携及び外部資金の
活用による研究（共同研究、受託研究、奨学寄付金）、情報発信・広報、啓蒙活動、研究成果の
公開を積極的に促進する。 
・ オープンラボラトリー型研究組織を構築し、多様化している社会連携研究プロジェクトの研究
拠点を学内外に立地する事業に積極的に対応する。 

○ 研究の水準・成果の検証に関する具体的方策 
・ 研究の基本計画・評価・運営等に係わる事項について、部局ごとの様々な諮問事項を掲げての
自主的な第三者評価（外部評価）を推し進め、研究の水準向上への反映に努める。 
・ 研究活動の全学的及び部局単位の自己点検活動並びにその公表に努めることにより、研究内容
に関連した社会のニーズの把握や成果の検証に資する。 

・ 部局の実態に鑑み、研究領域に応じた評価方法の確立を目指す。 
（２）研究実施体制等の整備に関する目標 
○ 各部局での教員人事を基本とし、必要に応じて総長裁
量資源を活用することで、適正かつ機動的な教員配置に
努め、若手研究者の確保・育成と内外研究機関との人事
交流を促進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 
〇 適切な教員配置に関する具体的方策 
・ 「Ⅱ―３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置」に基づくことを原則と
する。新規分野の創成や既存分野の更新等については、委員会等の検討に基づき、総長が裁量資
源の配分を実施する。教員ポストの総長裁量枠を全学合計で２００名分確保する。 
・ 教員人事に関しては部局ごとの運用を基本とする。 
・ 若手研究者を育成するために、ポストドクトラル・フェローシップの充実を図る。また、優秀
な大学院学生の経済的基盤の保証・教育機会の付与のため、ティーチング･アシスタント(TA)、リ
サーチ・アシスタント（RA）等の制度を充実する。さらに、高度な技術を担う職員の確保･養成に
努める。これらのための資源確保の意味を含めて、外部資金の獲得に一層努力する。 
・ 若手研究者をより柔軟に受け入れ、国際性を高めるため、外国人研究員も含めた客員研究員制
度を一層整備する。また、他の大学・研究機関との人事交流を促進するため、他機関の研究者を
受け入れる弾力的ポストの運用を図る。 
・ 教員の研究活性を高めるために、一定の資格を有する教員からの申し出により、一定期間、管
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○ 研究資金を有効に配分するシステムを構築する。 
 
 
 
○ 研究施設･設備備品等の学内資産の効率的な利用や共
同利用を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
〇 知的財産の創出、取得、管理、活用に関する組織作り
と運用を行う。 
 
 
○ 研究活動の大学全体及び部局単位の外部評価、自己点
検の適正な実施を図る 
 
 
 
○ 学内外での横断的な共同研究を活性化する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 中核的研究施設の設置・整備を積極的に推進してい

理・教育任務を免除し、研究の任務に専念できるようにする。 
〇 研究資金の配分システムに関する具体的方策 
・ 組織運営の基盤となる研究資金については、安定性や恒常性に十分配慮する。 
・ 総長裁量資源を確保し、先端的・学際的研究領域の発展を図るための全学的な研究環境の整備
等に重点的に配分する。 

〇 研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策 
・ 既存の建物･設備管理体制の見直しを図り、全学的視野に立って無駄を抑制する管理システムの
構築を目指す。また、全学の経営的観点から研究施設の再配分を行うことも検討する。その一環
として、設備備品等に関する全学的データベース作りを進め、研究施設･設備備品、情報基盤施設
等の学内資産の効率的な利用や共同利用を進める。 
・ 全学合計で１０，０００平米の共用研究スペースを確保し、重点的研究プロジェクトに対して
優先的に使用させる。 
・ 本学の所蔵する学術的に貴重な物品・図書・史料が、良好な保全・管理状態に置かれるように
努める。 

〇 知的財産の創出、取得、管理、活用に関する具体的方策 
・ 研究成果の社会への還元を目的として、知的財産本部機能を包含した全学的な産学官連携支援
組織を整備する。 
・ 基礎研究における知的基盤創成、応用展開研究における知的資産構築を促進する。 
〇 研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策 
・ 研究水準の向上のために、自己点検・評価結果を研究の質の向上や研究実施体制へ反映させる
ための手法を検討する。 
・ 組織の評価に当たっては、他の大学・研究機関・産業界等から広く意見を聴き、研究活動、研
究戦略についての助言を求める。 

〇 全国共同研究、学内共同研究等の活性化に関する具体的方策 
・ 本学に設置されている附置研究所、全国共同利用研究施設、学内共同教育研究施設及び部局に
附置されている研究施設については、適切なアカデミックプランに基づき、維持・充実を図り、
先端的分野の共同研究の拠点としての機能発揮を図る。 
・ 全学的な観点から安全管理が必要な共同研究については、関連センターがそれを支援する。 
・ 国際共同研究に全学的に取り組む。東京大学が全国の国際共同研究の中核として機能するため
に、必要に応じ研究センター等を設置し、研究支援体制を整備する。 

・ 全国共同利用研究所においては全国共同利用システムの維持・充実を図る。 
・ 個々の研究領域に関しては、部局を核として共同研究を推進する。個々のプロジェクトの機動
性･柔軟性を確保するために、プロジェクトを支援する全学的な機構を設置する。 

・ 学内共同研究に関しては、総長裁量に基づき、支援する仕組みを検討する。 
○ 中核的研究施設、設備の整備に関する具体的方策 
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く。 ・ 学内共同利用や全国共同利用（附置研究所等に適用）などの形態で、中核的研究施設の設置・
整備を積極的に推進する。 

○ 全国連携・国際連携の拠点となる研究施設の整備に関する具体的方策   
・ 附置研究所，全国共同利用施設、学内共同教育研究施設等を中心として、全国規模・国際規模で
の連携研究のための拠点を学内に整備する。 

３ その他の目標 
（１）社会との連携、国際交流等に関する目標 
〇 授業や研究成果、資料情報データベース、文化財等の
公開を積極的に進め、社会に対する知的貢献を推進す
る。 
 
 
 
〇 社会的ニーズに呼応した産学官連携システムを構築
し、知的資源の社会への還元を強化する。 

 
 
 
〇 国際交流を拡大し、世界に開かれた大学を目指す。 
 

３ その他の目標を達成するための措置 
（１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置 
〇 地域社会等との連携・協力、社会サービス等に関する具体的方策 
 ・ オープンキャンパス、公開講座、公開シンポジウム、フォーラム等を実施する。 
・ 本学の所蔵する物品・図書・史料の公開や博物館等への貸出を積極的に進める。 
・ 図書館においては、外国雑誌センター館を含めた文献収集・提供の拠点機能を維持し、国内外
の図書館との文献複写や図書の貸借などの相互協力等を通じて、国内外の学術コミュニティとの
連携をより積極的に進める。 

〇 産学官連携の推進に関する具体的方策 
・ 産業界との連携を推進する体制を整備する。 
・ 研究成果の移転・活用のため、教職員の企業役員兼業を認めるとともに、起業資金の円滑
な確保を支援する。 

・ 行政・公的研究機関の政策形成や研究拠点形成等に学問的視点から寄与する。 
〇 教育研究における国際交流の拡大に関する具体的方策 
・ 総合的で合理的な国際交流の体制作りを促進するために国際交流の企画と推進を担う組織
を整備するとともに、部局の国際交流室・留学生室の整備・拡充、外国の大学との研究者・
学生の交流制度の充実等を推進する。 

・ 国際共同研究の支援、国際会議・国際シンポジウム・研究集会の開催、大型研究グラント
による国際的研究拠点の形成、国際的な学術関連団体・組織・機関への人的貢献等を積極的
に行う。 

・ 外国人留学生や外国人研究者の受入れ組織の充実・サービス体制の強化、専門教職員の適切な
配置を行う。 
・ 国際交流拠点として海外リエゾンオフィスの整備・充実を図る。 

（２）附属病院に関する目標 
〇 附属病院の診療・経営基盤を強化するとともに、経営
の効率化と医療サービスの向上を目指した組織・業務の
改善を図る。 
 
 
 
 

（２）附属病院に関する目標を達成するための措置 
○ 診療・経営基盤の強化、組織・業務の改善に関する具体的方策 
・ 運営組織を強化するために、病院長のリーダーシップが一層発揮できる仕組みを整える。 
・ 医療情報提供サービス向上の観点から、ホームページ等を用いて、診療実績に関する情報の公
開及び先進的医療サービス内容の情報提供を推進する。 
・ 一般病院では行われ難い医療への取組みを継続して行う。 
・ 新しい診断法、治療法の開発や臨床応用を推進する。 
・ 経営の効率化を図るために、医療・経営の情報管理・分析を強化する。 
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○ 良質な医療人養成を目指す。  
 
 
 
 
○ 研究成果の診療への反映及び先端的医療の導入を推進
する。 
 
 
 
 
 
 
 
○ 医療従事者等の適切な配置を目指す。 
 

・ 医療の質の評価と向上及び危機管理体制を強化する。 
○ 良質な医療人養成のための具体的方策 
・ 診療参加型臨床実習（クリニカル・クラークシップ）の充実、小人数実習等による臨床医学教
育の充実、臨床医学・健康科学と連携した社会医学領域の教育の充実等に取り組む。 
・ 卒後臨床研修（初期・専門）体制の整備を図る。 
・ 医療従事者の生涯教育、専門医資格等の取得に必要な教育・研修体制を整備する。 
○ 研究成果の診療への反映や先端的医療の導入のための具体的方策 
・ 研究を活性化する組織的な体制作りと従来の医学系研究科の枠組みを超えた新しい研究分野の形
成を推進する。 

・ 附置研究所附属病院は、医学部附属病院と連携しつつ、その研究成果を社会に還元するために探
索的臨床研究の推進を図る。 
・ 医学部附属病院は、総合的な臨床体制の更なる整備と充実を図るため、附置研究所附属病院等と
の連携推進、寄付講座開設の促進、臨床生命情報学(クリニカル・バイオインフォマティクス)を含
めた社会医学領域の研究体制の再構成等の取組みを図る。 
・ 臨床研究の安全確保体制の充実や研究内容の周知・公開等の取組みを行う。 
○ 医療従事者等の適切な配置に関する具体的方策 
・ 病院長のリーダーシップのもとに、教育、診療、研究のいずれの機能も低下しないように配慮
しつつ、医療従事者の柔軟かつ適切な再配置を継続的に行うことを目指す。 

（３）附属学校に関する目標 
○ 新たな学校種である中等教育学校のモデル校の役割
として、教育課程・カリキュラムの研究開発を含めた、
望ましい中等教育学校運営のあり方を実践を通して示
す。 
 
 
 
〇 学外からモニタリングする仕組みを整え、学外からの
意見を積極的に学校運営に反映する。また、中・長期の
視点に立った柔軟かつ機動的な意思決定を可能とする
仕組みを学校運営に取り入れるように努める。 

 
 

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置 
○ 中等教育学校のモデル校としての役割に関する具体的方策 
・ 中等教育学校のモデル校として、生徒の全人的な成長を促進させる要因に関わるデータや入試
関連データの収集・蓄積を行い、全学と連携・協力しながらカリキュラムのモデルを提示する。
大学とのカリキュラム接続についても検討を開始する。 
・ 附属学校の使命として、教育学研究科・教育学部の研究・実践のフィールドや、全学の学生の
ための教育実習校の役割を積極的に果たしていくとともに、教育学研究科と密接に連携してより
効果的な実習のあり方を追求する。 

○ 学校運営の改善に関する具体的方策 
・ 学校運営、教学の両面にわたり、学校長の意思決定に関わる情報収集や解析等の実務を支援す
る組織を設置する。 
・ 教育課程や教育研究組織など教学面に関する重要事項や方針を審議するために学外者を含めた
組織を設置する。 
・ 学校内部における財務管理機能の充実を図る体制を早急に確立する。 
・ 他の中等教育機関や高等教育機関との人事交流を積極的に進めるとともに、教員研修のために
各種の学術的・教育行政的資源を効果的に活用する。 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
１ 運営体制の改善に関する目標 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 
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〇 総長の適切なリーダーシップのもとで、研究科等の各
部局との連携を図りつつ、大学の適正かつ効果的な運営
を確保する仕組み、及び全学的な企画立案を行う仕組み
を整備する。 
 
 
 
 
 
 
 
〇 法人運営に適合した事務組織を整備する。 
 
 
 
 
〇 部局の適正かつ効果的な業務運営体制を整備する。 
 
 
 
〇 学内資源の効果的な配分体制を整備する。 
 
 
 
 
 
 
〇 内部監査体制を構築する。 
 

〇 総長の選考方法確立に関する具体的方策 
・ 国立大学法人法の定めに依拠しつつ、大学運営について識見のある適格者を総長として選ぶこ
とを可能にし、かつ総長に強い正統性を付与する選考方法を確立する。 

〇 中枢組織及び企画立案体制の整備に関する具体的方策 
・ 総長の意思決定を支援し各種業務を統括する副学長を複数置く。  
・ 理事が各種業務を分掌する体制を構築する。 
・ 研究科等の各部局との連携を図りつつ、研究・教育分野の多様性等を考慮しながら全学的な企
画立案や裁量資源の配分等を行えるようにするために、総長のリーダーシップを支援する組織を
置く。 

〇 業務運営体制の整備に関する具体的方策 
・ 大学の運営に関する諸規程の整備を進める。 
〇 事務組織の編成・機能向上に関する具体的方策 
・ 総長・副学長・理事によって構成される執行部に適合した体制になるように事務組織の再編成
を検討する。 
・ 事務組織の機能向上を図るため、教員と事務職員との間の協働・連携を図る体制の整備を検討
する。 

〇 部局の運営体制の整備に関する具体的方策 
・ 必要に応じ、部局長のリーダーシップ発揮を支援するための補佐体制・組織を設ける。 
・ 部局長のもとに、比較的少人数で構成され、部局の業務運営に関する事項について審議決定す
る委員会等の組織を必要に応じて設置する。 

〇 各研究・教育分野の特性を勘案した効果的な運営費交付金の配分のための具体的方策 
・ 総長の適切なリーダーシップのもとに、本学で行われている研究・教育分野の多様性と各教育・
研究分野の特性とを勘案し、人件費を含めた運営費交付金の効果的な配分を行う。 
・ 教育研究の目標を達成するために必要となる教職員数の確保を図りつつ、一定数を総長の裁量
資源に充当し、教職員配置の見直しを行う。 
・ 競争的資金の増額確保や間接経費の使途・配分に各部局の活動成果を反映することのできるよ
うな制度の構築に努める。 

〇 大学全体の内部監査組織の設置に関する具体的方策 
・ 会計組織とは独立した内部監査組織の設置を検討し、併せて、その組織で監査業務に従事する
職員の専門性向上のための研修・人事施策のあり方を考える。 
・ 内部監査手法確立と監査結果報告作成の手順の策定のための検討を行う。 
・ 内部監査の結果を受けて業務改善を図るための実効性ある仕組みの検討を進める。 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 
○ 教育研究の進展や社会的要請に応じ、教育研究組織の
弾力的な設計と整備を進める。 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 
〇 教育研究組織の見直しの方向性 
・ 学問状況の変化や社会的要請に適切に対応するために、学際的な横型専攻、研究組織と分離し
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 たネットワーク型の教育組織、大学院組織の連携融合を弾力的に行う教育組織等の創設を積極的
に検討するなど、教育組織の再編・改組や整備を図る。 

・ 高度の研究を追求し、研究の体系化と継承を尊重しつつ、萌芽的な研究や新しい研究分野の開
拓に積極的に取り組むため、研究組織の再編・改組や整備を図る。 

・ 法科大学院においては、修了者に「法務博士(専門職)」を授与する。 
・ 公共政策大学院においては、修了者に、「公共政策学修士(専門職)」を授与する。 

３ 人事の適正化に関する目標 
〇 従来の人事制度を基盤としつつ、多様な雇用形態
と柔軟な勤務体制を可能とする人事制度も導入す
る。 

 

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置 
○ 柔軟で多様な教員人事の構築に関する具体的方策 
・ 教員採用に関しては、国内外の優秀な人材を採用できる弾力的な運用が可能となるよう更に工
夫する。 

・ ・ 任期付き教員制度の活用を図る。 
・ 総長裁量によって、一定数の教員を、中長期的な視野に立った全学的なアカデミックプランに
基づいて配置できるような仕組みを構築する。 

○ 柔軟で多様な職員人事の構築に関する具体的方策 
・ 幹部職員の人事においては、企業等との人事交流を進めるとともに、学内からの登用について
は学内公募による登用者の割合を１００％とすることを目指す。 
・ 試験制度の確立、選考手続き・基準の明示等に取り組み、公平性が確保された採用の仕組みを
整備する。 
・ 専門性の高い職種については、透明性を確保しつつ、試験制度によらず、経験者・有資格者を
柔軟に中途採用できるような制度の導入を検討する。 
・ 中長期的な視野に立って、全学的な視点から業務の量や性質を勘案した効率的な人員管理ので
きる人事政策のあり方を検討する。 

○ 男女共同参画等の促進に関する具体的方策 
・ 教職員の雇用について男女共同参画の推進に努める。 
・ 教職員の採用については、国籍、性別、ハンディキャップ等にとらわれない開放的で、人材本
位の人事政策を推進する。 

○ 教職員の人材交流の促進に関する具体的方策 
・ 産学連携促進、多彩な人材確保、学外との人事交流促進等に適した兼業ルールを整備する。 

・ ・ 教員に関して、海外研究機関、国内諸組織との交流を推進するために研修制度や在職出向制度
の整備を進め、サバティカル制度を充実する。 

・ 職員に関して、学外との交流を促進して能力や専門性の向上を図るために、海外・国内研修制
度や在職出向等の制度の整備を行う。 

〇 柔軟な勤務時間管理に関する具体的方策 
・ 教育研究活動に適した教員の勤務時間管理や効率的な業務遂行を図るために、裁量労働制等の
柔軟な勤務時間管理の導入を検討する。 
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○ 人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策 
   ・  各学部・研究科、附置研究所、センター等の多様な教育研究活動、業務運営活動に応じた多面

的で多様な能力評価・業績評価を取り入れた給与システムの構築を検討する。 
・ 外部資金で雇用する教職員に関しては、いわゆる年俸制の導入を検討する。 

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 
〇 本部機能と部局機能の再検討とその役割分担の明確
化を図る。 

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 
○ 本部と部局等との機能・役割分担の明確化に関する具体的方策 
・ 本部と部局で行っている多岐にわたる事務を再点検し、一元的集中的処理が効果的な業務と、
各部局の自主性と責任を明確化して分散的に遂行することが効果的な業務との洗い出しを行い、
それぞれに対応した形で本部事務組織・部局事務組織の見直しを進める。 
・ 企画立案、広報、産学連携、人材活用と養成、施設の効率的運用、学生支援関連等の分野につ
いて、本部と各部局の役割分担と連携関係を明確にしつつ、重点的人員配置や機動的事務遂行が
可能となるような、新しい事務組織の編成方法を検討する。 

〇 電子的事務処理の推進に関する具体的方策 
・ 全学と各部局双方の電算処理システムを効果的に活用し、事務処理の簡素化・迅速化と
ペーパーレス化を図る。  

・ 学生への情報伝達や各種サービスの提供について、サービス向上の見地に立って、電子化によ
る迅速化を進める。 
・ 全学の効率的事務情報システムとその責任ある管理・運用体制の構築や、職員の電子的事務処
理能力を高めるための研修体制の強化充実、専門的職員の養成方法の整備等を検討し、その実現
に努める。        

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 
○ 外部資金導入の支援体制を整備し、導入手続きの効
率化を図る。 
  

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 
○ 外部資金導入の支援体制の整備に関する具体的方策 
・ 申請審査を受ける競争的資金については、申請事務に関する全学的な協力体制を整備する。 
・ 受託研究、民間等との共同研究、研究者個人への奨学寄付金など、非審査外部研究資金につい
ても、その獲得に対して分野に応じて積極的に支援を行う体制を整備する。 
・ 大学法人、部局等が受け取る寄付金について、この獲得を積極的にするための体制を整備する。 
〇 外部資金導入手続きの効率化に関する具体的方策 
・ 外部資金の情報把握や申請について全学的な支援体制を組織し、受領した研究資金や申請した
研究費・間接経費の受領情報を一元的に収集管理する。 
・ 競争的資金の申請について、予備的審査など部局内の積極的対応を支援・尊重しながら、全学
的な庶務協力体制により効率化を図る。 

・ 外部競争的資金の間接経費については、部局・提案者への長期的誘因になるように再配分する
方法を整備する。再配分に当たっては計画遂行に必要な人材に関わる経費や大型特殊装置の維持
費（従来の特殊装置維持費に準じた）に十分配慮したものとする。 

○ その他の自己収入に関する具体的方策 
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・ 授業料等学生納付金については、その妥当な額を設定する。 
・ 病院事業については、教育研究機関として妥当な収入支出の検討を行う。また、大学法人出資
企業による大学内事業の運営等の可能性について検討を開始する。 
・ 授業料、病院の療養費等の債権管理及び未収金の回収を適切に進める。 

２ 経費の抑制に関する目標 
○ 管理的経費の抑制を図る。 
 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 
○ 管理的経費の抑制に関する具体的方策 
・ 全学共通の管理的経費を必要に応じて集約管理することにより縮減を図る。 
・ 大学の特殊性に関わらない経常的業務等を対象に、効率的・効果的業務の遂行が可能なものを精査
し、外部委託の導入を検討しつつ経費の抑制を図る。 

 ・ 一般競争入札の積極的な導入、規格の共通化、一括購入方式の促進など、購買方法を見直すことに
  より物品調達コストを抑制する。 
・ 機器や備品に関しては、一元的な共同利用体制を導入し、固定経費を抑制する。 
・ 学内予算配分を工夫し、経費節減努力に誘因が働く方式を導入する。 
・ 施設設備のエネルギー経費の抑制を図るため、施設設備エネルギー・マネジメント体制を構築
し、既存の設備・機器等の更新を進めるとともに、長期的施設設備の観点から、施設に節減システ
ムを組み込むなどの方策を推進する。 
・ 事務量の軽減や会議費の削減を図るため、学内事務分掌の見直し、会計手続きの簡略化、情報
ネットワーク化、文書の電子化等を行う。 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 
○ 現預金の効率的・効果的な管理運用を行う。 
 
 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 
○ 現預金の効率的・効果的な管理運用に関する具体的方策 
・ 部局を含めた全学の資産状況を常に把握するとともに、外部専門家の助言も得ながら資産運用
体制を整備する。 
・ 資産運用管理についての指針を策定する。 

Ⅴ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する
目標 
１ 評価の充実に関する目標 
〇 世界的水準の総合研究教育大学としてふさわしい自
己点検・評価システムを構築する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置 
 
１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 
○ 自己点検・評価システムの確立に関する具体的方策 
・ 評価担当部門を置き、評価業務の推進を図る。 
・ 国際的な評価視点を踏まえつつ、教育研究のさまざまな領域に応じた各組織の目標や活動実態
の多様性を最大限に尊重し、東京大学の基本理念と長期的目標を具現化する自己点検・評価シス
テムを確立する。 
・ 個人、部局、全学に対する自己点検・評価システムの連携により、効率的で適正な自己点検・
評価作業の実施を図る。 
・ 大学評価に係わる運営業務は全学的な機関で対応し、各部局等の業務の負担軽減を図る。 
・ 各部局の自己点検・評価結果を踏まえて全学的な自己点検・評価結果を公表する。 
○ 評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策 
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〇 評価結果を大学運営の改善に活用するためのシステ
ムを構築する。 
 
 
 

・ 各部局に対する評価結果を画一的に取り扱うことはせず、各部局の教育研究活動等の改善を促
し、東京大学の継続的な活性化を図る。 
・ 全学及び各部局に対する評価を踏まえて、東京大学の基本理念や基本目標を点検し、新たな中
期目標・中期計画の策定に活かす。 

２ 情報公開等の推進に関する目標 
○ 東京大学が国内外に発信すべき情報、社会が期待す
る情報、学内で共有すべき情報を多様なメディアを駆
使して円滑かつ積極的に提供するなど、全学の広報体
制を強化する。 

 
 
 
 
〇 東京大学が所有する多彩で豊富な学術情報を体系化
し、社会に向けて発信するための体制を整備する。 

 
 
 
○ 情報公開の実務体制の整備、個人情報の保護システム
の構築、基本的人権に基づいた情報倫理の確立を目指
す。 

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 
○ 広報体制の強化に関する具体的方策 
・ 広報情報業務の推進を図るとともに、各教職員の広報情報関連業務の負担軽減に努める。 
・ ホームページや学内外広報誌など、多様な広報メディアを活用して広報活動の充実と活性化を
図り、これらを統合するメディアミクス機能の強化を目指す。 
・ 公開学術講演会や公開講座の実施、総合研究博物館の展示等を通じて学術研究の成果を広く国
民に還元する事業を展開する。 
・ 海外で開催する本学主催のUTフォーラムの更なる充実を図ることにより、国際的な情報発信を
積極的に推進する。 

○ 総合的学術情報システムの構築に関する具体的方策 
・ ソフトウェアについての知的財産権、著作権に関する教育を行う。 
・ 図書館の学術情報、全学の研究者情報、研究企画・成果に関する情報、文化財情報、博物館の
多様な情報等をデータベース化し、これを体系化して発信するための学術情報システムを構築す
る。 

○ 個人情報保護システムの構築と情報倫理の遵守に関する具体的方策 
・ 大学にふさわしい個人情報保護制度のあり方を勘案しつつ、適正な情報公開体制の確立を図
る。また、大学にふさわしい情報倫理を確立し、これを遵守する体制を整える。 

Ⅵ その他業務運営に関する重要目標 
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 
○ 都心型及び郊外型大学キャンパスにふさわしい環境
形成を推進する。 
 
 
○ 教育研究活動及び学生生活を支援するため、各キャン
パスの土地・施設設備を有効に活用する。 
 
 
 
 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 
１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置 
○ 都心型及び郊外型大学キャンパスにふさわしい環境形成を推進するための具体的方策 
・ 本学キャンパス敷地の緑化を含めた屋外環境を維持保全するとともに、歴史的建造物等の適切
な管理と効果的な活用に努める。 
・ キャンパスの整備に当たり、学生の学習・生活や教職員の勤務環境に配慮した支援施設の充実
に留意する。 

○ 各キャンパスの土地・施設設備の有効活用に関する具体的方策 
・ 本学の３極構造を担う本郷、駒場、柏の各キャンパスの全学的な役割分担を考慮して策定され
た「整備計画概要」に基づいて着実にその進捗を図る。 
・ 整備計画概要策定時（平成１１年）以降の情勢変化、例えば新たな教育・研究組織の設置予定、
新たな施設移転の計画、周辺住民との共生等を踏まえ、既定整備計画概要の一部について適切な
見直しを行う。 
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○ 既存施設設備の有効利用の観点から、施設設備の経年
による劣化を適正な範囲に抑え、環境保全、ユニバーサ
ルデザイン化に配慮した施設設備の整備・活用を推進す
る。 
 
○ アカデミックプランに基づく施設需要等（スペース・
機能）に対応できる体制を整備する。 

 
 
 
 
 
 
 

・ 各キャンパスの土地・施設設備の管理（施設マネジメント）を行うために必要な体制を整備し、
土地・施設設備利用及び利用に伴う環境変化に関する点検・評価を定期的に実施する。 
・ 既存建物の固定的利用を見直し、利用評価の結果を基にスペースの共用化を図り、学内の教育
研究の変化や大学における学生生活の改善に対応したスペース有効利用に資する運用システムを
構築する。 
・ 実験設備についても有効利用の方策を検討し、ますます精密化・大型化する実験設備の需要に
対応できる体制を整備する。 

○ 施設設備の経年による劣化、環境保全、ユニバーサルデザイン化の配慮に関する具体的方策 
・ 既存施設の構造・機能・設備等の定期的な点検と適切な維持保全を行うとともに、劣化した施
設設備の安全対策等に係わる計画の策定・実施を図る。 
・ 環境保全、ユニバーサルデザイン化を推進するため、現状及び進捗状況を評価する体制を整備
する。 

○ アカデミックプランに基づく施設需要等に対応するための具体的方策 
・ アカデミックプランに基づく新たな施設需要等に対応できるスペース・機能を確保するため、
既存施設の有効利用を図りつつ、施設整備を更に進める。 
・ 学内の共用スペースの拡大と併せ、各部局において運営する共用スペースを一定比率で確保す
ることにより、緊急対応を含めた施設需要等への対応を推進する。 
・ PFI等の新たな整備手法の導入や、部局の寄付等の獲得努力を促すような資金調達方法、学外施
設の活用等について検討する。 
・ PFI事業として次の事業を確実に推進する。 
  ・（柏）総合研究棟（環境学研究系）施設整備事業 
  ・（地震）総合研究棟施設整備事業 
  ・（駒場Ⅰ）駒場コミュニケーション・プラザ施設整備等事業 
  ・（駒場Ⅱ）駒場オープンラボラトリー施設整備事業 
・ キャンパス計画に関する責任体制を明確にし、全学・各キャンパス・各部局のアカデミックプ
ランに基づく施設設備内容を全学的立場から調整する体制を整備する。 
・ 施設費補助金制度を弾力的に運用することにより、施設・設備整備の効率化を図る。 

２ 安全管理に関する目標  
○ 教育研究環境の安全衛生確保と緊急時対応のため、安
全管理体制を整備する。 
 
 
  
 
 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 
○ 安全管理体制の整備に関する具体的方策 
・ 安全管理を統括、監督する全学機関を設置し、各事業場の安全管理に必要な事項を調査すると
ともに対策を立案し、全学及び各事業場に対して助言、勧告、指導を行う。 
・ 全学機関は、関係法令等に則って、安全衛生に関わる諸事業場組織と管理者等の編成、日常的
な防災安全衛生の管理業務、災害・事故等の発生時における初動対応と危機管理等を統括する。 
・ 全学機関は、各事業場における安全衛生関連の委員会と業務組織との有機的な分担、連携と調
整により、安全管理を総括する。 
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○ 教育・研究の円滑な推進のため、事故、災害、環境汚
染の未然防止と被害の軽減を図る。 

 
 
 
 
 
 
○ キャンパスにおける事故や災害などの防止と環境保
全、施設等の整備と安全性能の向上に努める。 

 

・ 全学機関の下に機動的に安全管理に対処できる機関を設置し、安全管理に係わる各センター及
び各事業場と緊密に連携し、緊急時の対処、連絡等を行う。 

○ 学生等を含めた大学構成員の安全管理に関する具体的方策 
・ 管理が必要な化学物質、その他の危険物質や関連する設備等について、定期検査や保管・作業
環境の調査等により、安全管理に関する情報を把握し、セキュリティ対策等を行う。 
・ 教育と研究を遂行する事業場の教育研究環境の安全性の向上に努める。 
・ 教育研究活動により生じる廃棄物は、関係法令等に基づいて適切に処理するとともに、リサイ
クルを推進する。 
・ 避難・誘導対策マニュアルの作成、関連機関との連携強化等の危機管理対策を講じる。 
・ 大学構成員に安全管理に関する情報を周知し、安全管理に関する教育と訓練を実施する。 
○ キャンパスの総合的な安全管理に関する具体的方策 
・ 地域及び関連機関との連携を深め、事故防止、防犯、防災と環境保全に努める。 
・ 施設等の整備と安全性能の強化、ライフラインと通信連絡手段の確保等に努める。 

 Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
別紙参照 

 Ⅶ 短期借入金の限度額 
１ 短期借入金の限度額 
   ２３２億円 
２ 想定される理由 
運営費交付金の受け入れ遅延及び予見できなかった不測の事態の発生等により、緊急に支出する必
要が生じた際に借り入れすることが想定される。 

 Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
平成１６～２１年度期間における重要な財産の譲渡については、想定していない。 
 
医学部附属病院における中央診療棟の新営工事に必要となる経費の長期借入れに伴い、本学医学部
附属病院の敷地及び建物について、担保に供する。 
また、医科学研究所附属病院における病院特別医療機械の整備に必要となる経費の長期借入れに伴
い、本学医科学研究所附属病院の敷地及び建物について、担保に供する。  

 Ⅸ 剰余金の使途 
 当該年度の決算において剰余金が生じた場合は、全学的な観点に立ち、本学の教育研究の質の向上
及び組織運営の改善のための経費に充てる。 

 Ⅹ その他 
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１ 施設・設備に関する計画 

 
 
（注１）金額については見込であり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した

施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。 
（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。 

なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務・経営センター施
設費交付金、長期借入金については、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、具
体的な額については、各事業年度の予算編成過程等において決定される。 

 
２ 人事に関する計画 
 （１）雇用方針 
・任期付き教員制度の活用を図るとともに、総長裁量によって、一定数の教員を配置できるよう
な仕組みを構築する。 

施設・設備の内容 予定額(百万円) 財源 
・本郷団地総合研究棟（理学） 総額 施設整備費補助金  
・本郷団地総合研究棟（工学） ２７，８２４  （ １６，９８１ ） 
・本郷団地総合研究棟（医学）   
・附属病院中央診療棟  船舶建造費補助金 
・駒場Ⅰ団地総合研究棟（総合文化）  （     ０ ） 
・駒場Ⅱ団地総合研究実験棟（生産研）   
・柏団地総合研究棟（４センタ－）  長期借入金 
・柏団地基幹・環境整備  （  ７，２９３ ） 
・柏Ⅱ団地基幹・環境整備   
・病院特別医療機械  国立大学財務・経営ｾﾝﾀ- 
・小規模改修  施設費交付金  
・（柏）総合研究棟（環境学研究系）  （    ０ ） 
  施設整備事業（ＰＦＩ）   
・（地震）総合研究棟  民間出えん金（寄附） 
  施設整備事業（ＰＦＩ）  （ ３，５５０ ） 
・（駒場Ⅱ）駒場オ－プンラボラトリ－   
  施設整備事業（ＰＦＩ）   
・薬学部総合研究棟（寄附）   
・２２世紀医療センタ－施設（寄附）   
・災害復旧工事   
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・公平性の確保された職員採用の仕組みを整備するとともに、専門性の高い職種については、経
験者・有資格者を中途採用できるような制度の導入を検討する。 
・教職員の雇用について、男女共同参画の推進に努めるとともに、人材本位の人事政策を推進す
る。 
（２）人事育成方針 
・多様な教育研究活動、業務運営活動に応じた多面的で多様な能力評価・業績評価を取り入れた
給与システムの構築を検討する。 
（３）人材交流 
・教員に関して、海外研究機関、国内諸組織との交流を推進するために、研修や出向等の制度を
充実する。 
・職員に関して、能力や専門性の向上を図るため、国内外の研修や出向の制度の整備を行う。 

 
（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込み  ４４２，２１２百万円 

                                                          （退職手当は除く） 
３ 中期目標期間を越える債務負担 
（ＰＦＩ事業） 
 （柏）総合研究棟（環境学研究系）施設整備事業 
  ・事業総額：６，３５３，１９５千円 
  ・事業期間：平成１５年度～平成２９年度（１５年間） 
                                                                        （単位：百万円）   

年度

財源 
Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 中期目標 

期間小計

次期以降 
事業費 

総事業費 

施設費整

備補助金

０ ０ ３２１ ３２９ ３３８ ３４６ １，３３５ ３，１１０ ４，４４５ 

運営費 
交付金 

０ ０ ２０８ ２００ １９２ １８３ ７８３ １，１２５ １，９０８ 
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（地震）総合研究棟施設整備事業 
・事業総額：２，４００，０２２千円 
・事業期間：平成１５年度～平成２９年度（１５年間） 

                                                                       （単位：百万円）    
年度 

財源 

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 中期目標 

期間小計 

次期以降 

事業費 

総事業費 

施設費整 

備補助金 

０ １７９ １１０ １１３ １１６ １１８ ６３６ １，０４８ １，６８４ 

運営費 

交付金 

０ １９ ７３ ７１ ６８ ６５ ２９６ ４２０ ７１６ 

 
 （駒場Ⅱ）駒場オープンラボラトリー施設整備事業 
  ・事業総額：１，７７１，５５７千円 
  ・事業期間：平成１５年度～平成２９年度（１５年間） 
                                    （単位：百万円）     

年度

財源 
Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 中期目標 

期間小計 
次期以降 
事業費 

総事業費 

施設費整

備補助金

０ ７７ ７８ ８０ ８２ ８３ ３９９ ７３１ １，１３１ 

運営費 
交付金 

０ ６１ ５８ ５６ ５５ ５３ ２８３ ３５８ ６４１ 

 
 （駒場Ⅰ）コミュニケーション・プラザ施設整備事業 
  ・事業総額：３，２２３，０５３千円 
  ・事業期間：平成１６年度～平成３０年度（１５年間） 
                                    （単位：百万円）     

年度

財源 
Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 中期目標 

期間小計 
次期以降 
事業費 

総事業費 

施設費整

備補助金

０ ０ １６１ １６１ １６１ １６１ ６４５ １，４５１ ２，０９６ 

運営費 
交付金 

０ ０ ８２ １０２ ９９ ９６ ３７９ ７４８ １，１２７ 
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（注）ただし、金額はＰＦＩ事業契約に基づき計算されたものであるが、ＰＦＩ事業の進展、実施状況 
    及び経済情勢・経済環境の変化等により所要額が変更されることも想定されるため、具体的な額 
    については、各事業年度の予算編成過程において決定される。 
 
（長期借入金） 

（単位：百万円） 
年度 

財源 

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 中期目標 

期間小計 

次期以降 

償還額 

総債務 

償還額 

長期借入

金償還金 

３，８４６ ４，１９６ ４，３２６ ４，４８２ ４，６８５ ４，９００ ２６，４３５ ５１，０１３ ７７，４４８ 

 
（リース資産） 
該当なし。  

 
４ 災害復旧に関する計画 
平成 16年 10月に発生した台風 22号等により被災した施設・設備の復旧整備をすみやかに行う。 
 

 



（別紙）

別表（収容定員）

法学部 法学部 ２，１７０人

医学部 医学部 ８００人

工学部 （うち医師養成に係る分野６００人）

文学部 工学部 ３，７７２人

理学部 文学部 １，４３０人

農学部 理学部 １，１２０人

経済学部 農学部 １，２２０人

教養学部 （うち獣医師養成に係る分野１８０人）

教育学部 経済学部 １，３６０人

薬学部 教養学部 ５６０人

人文社会系研究科 教育学部 ３８０人

教育学研究科 薬学部 ３２０人

法学政治学研究科 人文社会系研究科 ７１９人

経済学研究科 うち 修士課程 ３９６名

総合文化研究科 博士課程 ３２３名

理学系研究科 教育学研究科 １８０人

工学系研究科 うち 修士課程 ９４名

農学生命科学研究科 博士課程 ８６名

医学系研究科 法学政治学研究科 ６２３人

薬学系研究科 うち 修士課程 １６３名

数理科学研究科 博士課程 １６０名

新領域創成科学研究科 平 ３００名

情報理工学系研究科 成 経済学研究科 ３４８人

情報学環・学際情報学府 16 うち 修士課程 １８６名

公共政策学連携研究部・公共政策学教育部 年 博士課程 １６２名

学
部

中　　期　　計　　画

研
究
科
等

中　　期　　目　　標

    別表（学部，研究科等）

専門職学位課程

1



医科学研究所 度 総合文化研究科 １，０２７人

地震研究所※ うち 修士課程 ５２２名

東洋文化研究所 博士課程 ５０５名

社会科学研究所 理学系研究科 １，４８１人

生産技術研究所 うち 修士課程 ８３６名

史料編纂所 博士課程 ６４５名

分子細胞生物学研究所 工学系研究科 １，９８０人

宇宙線研究所※ うち 修士課程 １，０９２名

物性研究所※ 博士課程 ８８８名

海洋研究所※ 農学生命科学研究科 １，０６３人

先端科学技術研究センター うち 修士課程 ５８４名

博士課程 ４２７名

５２名

医学系研究科 ９９９人

うち 修士課程 １４０名

博士課程 ６９名

７９０名

薬学系研究科 ２７７人

うち 修士課程 １６２名

博士課程 １１５名

数理科学研究科 ２０２人

うち 修士課程 １０６名

博士課程 ９６名

新領域創成科学研究科 １，０８１人

うち 修士課程 ６５７名

博士課程 ４２４名

情報理工学系研究科 ４０８人

うち 修士課程 ２５８名

博士課程 １５０名

学際情報学府 １６９人

うち 修士課程 １０７名

博士課程 ６２名

公共政策学教育部 １００人

１００名

医学博士課程

うち専門職学位課程

附
置
研
究
所

獣医学博士課程
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法学部 １，９８０人

医学部 ８００人

（うち医師養成に係る分野６００人）

工学部 ３，７７２人

文学部 １，４２０人

理学部 １，１２０人

農学部 １，２２０人

（うち獣医師養成に係る分野１８０人）

経済学部 １，３６０人

教養学部 ５６０人

教育学部 ３８０人

薬学部 ３２０人

人文社会系研究科 ７１０人

うち 修士課程 ３８６名

博士課程 ３２４名

教育学研究科 ２１５人

うち 修士課程 １１９名

平 博士課程 ９６名

成 法学政治学研究科 ７８０人

17 うち 修士課程 ４０名

年 博士課程 １４０名

度 ６００名

経済学研究科 ３２３人

うち 修士課程 １５９名

博士課程 １６４名

総合文化研究科 １，０４７人

うち 修士課程 ５３８名

博士課程 ５０９名

理学系研究科 １，４８１人

うち 修士課程 ８３６名

博士課程 ６４５名

専門職学位課程
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工学系研究科 ２，００８人

うち 修士課程 １，１０１名

博士課程 ８９２名

専門職学位課程 １５名

農学生命科学研究科 １，０６６人

うち 修士課程 ５８６名

博士課程 ４２８名

５２名

医学系研究科 １，０１７人

うち 修士課程 １４０名

博士課程 ６９名

８０８名

薬学系研究科 ２８２人

うち 修士課程 １６２名

博士課程 １２０名

数理科学研究科 ２０２人

うち 修士課程 １０６名

博士課程 ９６名

新領域創成科学研究科 １，１３８人

うち 修士課程 ６８８名

博士課程 ４５０名

情報理工学系研究科 ４４９人

うち 修士課程 ２８７名

博士課程 １６２名

学際情報学府 ２１６人

うち 修士課程 １４０名

博士課程 ７６名

公共政策学教育部 ２００人

２００名

獣医学博士課程

医学博士課程

うち専門職学位課程

4



法学部 １，７９０人

医学部 ７８０人

（うち医師養成に係る分野６００人）

工学部 ３，７７２人

文学部 １，４２０人

理学部 １，１２０人

農学部 １，２２０人

（うち獣医師養成に係る分野１８０人）

経済学部 １，３６０人

教養学部 ５６０人

教育学部 ３８０人

薬学部 ３２０人

人文社会系研究科 ７１０人

うち 修士課程 ３８６名

博士課程 ３２４名

教育学研究科 ２７３人

うち 修士課程 １５５名

博士課程 １１８名

法学政治学研究科 １，０６０人

うち 修士課程 ４０名

博士課程 １２０名

９００名

経済学研究科 ３２８人

うち 修士課程 １６２名

博士課程 １６６名

総合文化研究科 １，０５１人

うち 修士課程 ５３８名

博士課程 ５１３名

理学系研究科 １，４８１人

うち 修士課程 ８３６名

博士課程 ６４５名

専門職学位課程
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工学系研究科 ２，０４２人

うち 修士課程 １，１２４名

博士課程 ９０３名

専門職学位課程 １５名

農学生命科学研究科 １，０６７人

平 うち 修士課程 ５８６名

成 博士課程 ４２９名

18 ５２名

年 医学系研究科 １，０５４人

度 うち 修士課程 １５０名

博士課程 ８０名

８２４名

薬学系研究科 ２８５人

うち 修士課程 １６２名

博士課程 １２３名

数理科学研究科 ２０２人

うち 修士課程 １０６名

博士課程 ９６名

新領域創成科学研究科 １，１７７人

うち 修士課程 ７０５名

博士課程 ４７２名

情報理工学系研究科 ４９０人

うち 修士課程 ３１６名

博士課程 １７４名

学際情報学府 ２５１人

うち 修士課程 １５５名

博士課程 ９６名

公共政策学教育部 ２００人

２００名

医学博士課程

うち専門職学位課程

獣医学博士課程

6



法学部 １，６００人

医学部 ７６０人

（うち医師養成に係る分野６００人）

工学部 ３，７７２人

文学部 １，４２０人

理学部 １，１２０人

農学部 １，２２０人

（うち獣医師養成に係る分野１８０人）

経済学部 １，３６０人

教養学部 ５６０人

教育学部 ３８０人

薬学部 ３２０人

人文社会系研究科 ７１０人

うち 修士課程 ３８６名

博士課程 ３２４名

教育学研究科 ３１１人

うち 修士課程 １７６名

博士課程 １３５名

法学政治学研究科 １，０６０人

うち 修士課程 ４０名

博士課程 １２０名

９００名

経済学研究科 ３３０人

うち 修士課程 １６２名

博士課程 １６８名

総合文化研究科 １，０５１人

うち 修士課程 ５３８名

博士課程 ５１３名

理学系研究科 １，４８１人

うち 修士課程 ８３６名

博士課程 ６４５名

専門職学位課程
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平 工学系研究科 ２，０７９人

成 うち 修士課程 １，１５０名

19 博士課程 ９１４名

年 専門職学位課程 １５名

度 農学生命科学研究科 １，０６７人

うち 修士課程 ５８６名

博士課程 ４２９名

５２名

医学系研究科 １，１０７人

うち 修士課程 １４６名

博士課程 ９１名

８４０名

専門職学位課程 ３０名

薬学系研究科 ２８５人

うち 修士課程 １６２名

博士課程 １２３名

数理科学研究科 ２０２人

うち 修士課程 １０６名

博士課程 ９６名

新領域創成科学研究科 １，２０１人

うち 修士課程 ７２２名

博士課程 ４７９名

情報理工学系研究科 ５０２人

うち 修士課程 ３１６名

博士課程 １８６名

学際情報学府 ２７２人

うち 修士課程 １７０名

博士課程 １０２名

公共政策学教育部 ２００人

２００名

医学博士課程

獣医学博士課程

うち専門職学位課程
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教育学研究科 ３２３人

うち 修士課程 １７６名

博士課程 １４７名

工学系研究科 ２，０９８人

うち 修士課程 １，１６２名

博士課程 ９２１名

平 専門職学位課程 １５名

成 医学系研究科 １，１３４人

20 うち 修士課程 １３２名

年 博士課程 １０２名

度 ８４０名

専門職学位課程 ６０名

新領域創成科学研究科 １，２０８人

うち 修士課程 ７２２名

博士課程 ４８６名

学際情報学府 ２７８人

うち 修士課程 １７０名

博士課程 １０８名

 備  考 1． 中期目標の附置研究所の欄中
① ※は全国共同利用の機能を有する附置研究所を示す。
②史料編さん所は「史料編纂所」と記載。
③先端科学技術研究センターを同欄に記載。

２． 当該年度の各部局の収容定員は、当該年度から標準修業年限分の年数の入学定員を遡って、加算した数を示す。
なお、平成２０年度の入学定員は平成１９年度と同数として計算した。

平成２０年度以降は前年度と変更がある部局のみ掲載

医学博士課程

9
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

２３２億円

２ 想定される理由

運営費交付金の受け入れ遅延及び予見できなかった不測の事態の発生等によ

り、緊急に支出する必要が生じた際に借り入れすることが想定される。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

平成１６～２１年度期間における重要な財産の譲渡については、想定していない。

医学部附属病院における中央診療棟の新営工事に必要となる経費の長期借入れ

に伴い、本学医学部附属病院の敷地及び建物について、担保に供する。

また、医科学研究所附属病院における病院特別医療機械の整備に必要となる経

費の長期借入れに伴い、本学医科学研究所附属病院の敷地及び建物について、担

保に供する。

Ⅸ 剰余金の使途

当該年度の決算において剰余金が生じた場合は、全学的な観点に立ち、本学の

教育研究の質の向上及び組織運営の改善のための経費に充てる。
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Ⅹ その他

１．施設・設備に関する計画

施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額(百万円) 財 源

・本郷団地総合研究棟（理学） 総額 施設整備費補助金

・本郷団地総合研究棟（工学） ２７，８０８ （ １６，９６５ ）

・本郷団地総合研究棟（医学）

・附属病院中央診療棟 船舶建造費補助金

・駒場Ⅰ団地総合研究棟（総合文化） （ ０ ）

・駒場Ⅱ団地総合研究実験棟（生産研）

・柏団地総合研究棟（４センタ－） 長期借入金

・柏団地基幹・環境整備 （ ７，２９３ ）

・柏Ⅱ団地基幹・環境整備

・病院特別医療機械 国立大学財務・経営ｾﾝﾀ-施設

・小規模改修 費交付金

・（柏）総合研究棟（環境学研究系） （ ０ ）

施設整備事業（ＰＦＩ）

・（地震）総合研究棟 民間出えん金（寄附）

施設整備事業（ＰＦＩ） （ ３，５５０ ）

・（駒場Ⅱ）駒場オ－プンラボラトリ－

施設整備事業（ＰＦＩ）

・薬学部総合研究棟（寄附）

・２２世紀医療センタ－施設（寄附）

（注１）金額については見込であり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況

等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追

加されることもある。

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。

なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務・経

営センター施設費交付金、長期借入金については、事業の進展等により所要額の

変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等に

おいて決定される。
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２．人事に関する計画

（１）雇用方針

・任期付き教員制度の活用を図るとともに、総長裁量によって、一定数の教員を

配置できるような仕組みを構築する。

・公平性の確保された職員採用の仕組みを整備するとともに、専門性の高い職種

については、経験者・有資格者を中途採用できるような制度の導入を検討する。

・教職員の雇用について、男女共同参画の推進に努めるとともに、人材本位の人

事政策を推進する。

（２）人事育成方針

・多様な教育研究活動、業務運営活動に応じた多面的で多様な能力評価・業績

評価を取り入れた給与システムの構築を検討する。

（３）人材交流

・教員に関して、海外研究機関、国内諸組織との交流を推進するために、研修や

出向等の制度を充実する。

・職員に関して、能力や専門性の向上を図るため、国内外の研修や出向の制度

の整備を行う。

（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込み ４４２，２１２百万円

（退職手当は除く）
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３．中期目標期間を越える債務負担

中期目標期間を越える債務負担

（Ｐ Ｆ Ｉ 事業）

（柏）総合研究棟（環境学研究系）施設整備事業

・事業総額：６，３９２，８６６千円

・事業期間：平成１５年度～平成２９年度（１５年間）

（単位：百万円）

年度 中 期 目 標 次 期 以 降
Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 総 事 業 費

財源 期 間 小 計 事 業 費

施 設 費 整
０ ０ ３２１ ３２９ ３３８ ３４６ １，３３５ ３，１１０ ４，４４５

備 補 助 金

運 営 費
０ ０ ２１１ ２０３ １９５ １８６ ７９６ １，１５２ １，９４８

交 付 金

（地震）総合研究棟施設整備事業

・事業総額：２，３７５，６８３千円

・事業期間：平成１５年度～平成２９年度（１５年間）

（単位：百万円）

年度 中 期 目 標 次 期 以 降
Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 総 事 業 費

財源 期 間 小 計 事 業 費

施 設 費 整
０ １３３ １１０ １１３ １１６ １１８ ５９１ １，０４８ １，６３８

備 補 助 金

運 営 費
０ ２４ ７４ ７２ ６９ ６７ ３０６ ４３１ ７３７

交 付 金



- 5 -

（駒場Ⅱ）駒場オープンラボラトリー施設整備事業

・事業総額：１，７８６，４７３千円

・事業期間：平成１５年度～平成２９年度（１５年間）

（単位：百万円）

年度 中 期 目 標 次 期 以 降
Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 総 事 業 費

財源 期 間 小 計 事 業 費

施 設 費 整
０ ７７ ７８ ８０ ８２ ８３ ３９９ ７３１ １，１３１

備 補 助 金

運 営 費
０ ６１ ５９ ５８ ５６ ５４ ２８８ ３６８ ６５６

交 付 金

（長期借入金）

（単位：百万円）

年度 中 期 目 標 次 期 以 降 総 債 務
Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

財源 期 間 小 計 償 還 額 償 還 額

長期借入金
３，８４６ ４，１９６ ４，３２６ ４，４８２ ４，６８５ ４，９００ ２６，４３５ ５１，０１３ ７７，４４８

償 還 金

（リース資産）

該当なし。
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１．予 算

平成１６年度～平成２１年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収入

運営費交付金 ５３６，３７６

施設整備費補助金 １６，９８１

船舶建造費補助金 ０

施設整備資金貸付金償還時補助金 ３６，１７２

国立大学財務・経営センター施設費交付金 ０

自己収入 ２７７，２８５

授業料及入学金検定料収入 ９３，１２０

附属病院収入 １７７，５４９

財産処分収入 ０

雑収入 ６，６１６

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 １８０，２２１

長期借入金収入 ７，２９３

計 １，０５４，３２８

支出

業務費 ７７２，５４６

教育研究経費 ４４４，２８９

診療経費 １７７，３４２

一般管理費 １５０，９１５

施設整備費 ２４，２７４

船舶建造費 ０

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 １８０，２２１

長期借入金償還金 ７７，２８７

計 １，０５４，３２８

［人件費の見積り］

中期目標期間中総額 ４４２，２１２百万円を支出する。（退職手当は除く）

注）人件費の見積りについては、１７年度以降は１６年度の人件費見積り額を踏まえ試算

している。

注）退職手当については、東京大学教職員退職手当規則に基づいて支給することとする

が、運営費交付金として措置される額については、各事業年度の予算編成過程におい

て国家公務員退職手当法に準じて算定される。

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。
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［運営費交付金の算定ルール］

○毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事業区分に基づき、それぞれ

の対応する数式により算定したもので決定する。

Ⅰ ［学部教育等標準運営費交付金対象事業費］

①「一般管理費」：管理運営に必要な職員（役員含む）の人件費相当額及び管理運営

経費の総額。Ｌ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。

②「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究に必要な設置基準上の教

職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけ

るＤ（ｙ）。（Ｄ（ｘ）は、設置基準に基づく教員にかかる給与費相当額。）

③「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究に必要な標準法上の教職員の人

件費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。

（Ｄ（ｘ）は、標準法に基づく教員にかかる給与費相当額。）

④「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全

に必要となる経費。Ｆ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＦ（ｙ）。

［学部教育等標準運営費交付金対象収入］

⑤「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額。（平

成１５年度入学料免除率で算出される免除相当額については除外）

⑥「授業料収入」：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額。（平

成１５年度授業料免除率で算出される免除相当額については除外）

Ⅱ ［特定運営費交付金対象事業費］

⑦「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究活動の実態に応じ必要と

なる教職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度

におけるＤ（ｙ）。

⑧「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究活動の実態に応じて必要となる教

職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけ

るＤ（ｙ）。

⑨「教育研究診療経費」：附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件

費相当額及び教育研究診療経費の総額。Ｅ（ｙ－１）は、直前の事業年度における

Ｅ（ｙ）。

⑩「附置研究所経費」：附置研究所の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額

及び事業経費の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。

⑪「附属施設等経費」：附属施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及

び事業経費の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。

⑫「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として、当該事業年度において措置する

経費。

⑬「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度に措置する経費。

［特定運営費交付金対象収入］

⑭「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分）、授業料収入（収容定

員超過分）、雑収入。平成１６年度予算額を基準とし、中期計画期間中は同額。
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Ⅲ ［附属病院運営費交付金対象事業費］

⑮「一般診療経費」：附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相当額及び一般

診療経費の総額。平成１６年度予算額を基準とし、中期計画期間中は同額。

⑯「債務償還経費」：債務償還経費として、当該事業年度において措置する経費。

⑰「附属病院特殊要因経費」：附属病院特殊要因経費として、当該事業年度に措置す

る経費。

［附属病院運営費交付金対象収入］

⑱「附属病院収入」：附属病院収入。Ｊ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＪ（ｙ）。

運営費交付金 ＝ Ａ （ｙ） ＋ Ｂ （ｙ） ＋ Ｃ （ｙ）

１．毎事業年度の教育研究経費にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営

費交付金については、以下の数式により決定する。

Ａ （ｙ） ＝ Ｄ （ｙ） ＋ Ｅ （ｙ） ＋ Ｆ （ｙ） ＋ Ｇ （ｙ） － Ｈ （ｙ）

（１）Ｄ（ｙ）＝｛Ｄ（ｙ－１）×β（係数）×γ（係数）－Ｄ（ｘ）｝×α（係数）＋Ｄ（ｘ）

（２）Ｅ（ｙ）＝Ｅ（ｙ－１）×β（係数）×α（係数）

（３）Ｆ（ｙ）＝Ｆ（ｙ－１）×α（係数）±ε（施設面積調整額）

（４）Ｇ（ｙ）＝Ｇ（ｙ）

（５）Ｈ（ｙ）＝Ｈ（ｙ）

Ｄ（ｙ）：学部・大学院教育研究経費（②、⑦）、附属学校教育研究経費（③、⑧）を対象

Ｅ（ｙ）：教育研究診療経費（⑨）、附置研究所経費（⑩）、附属施設等経費（⑪）を対象

Ｆ（ｙ）：教育等施設基盤経費（④）を対象

Ｇ（ｙ）：特別教育研究経費（⑫）を対象

Ｈ（ｙ）：入学料収入（⑤）、授業料収入（⑥）、その他収入（⑭）を対象

２．毎事業年度の診療経費にかかる附属病院運営費交付金については、以下の数式に

より決定する。

Ｂ （ｙ） ＝ Ｉ （ｙ） － Ｊ （ｙ）

（１） Ｉ（ｙ）＝Ｉ（ｙ）

（２）Ｊ（ｙ）＝Ｊ（ｙ－１）＋Ｋ（ｙ）

［Ｋ（ｙ）＝Ｊ’（ｙ）×λ（係数）－Ｊ’（ｙ）］

［その他］附属病院運営費交付金算定ルールは、診療分の運営費交付金を受

ける附属病院のみ適用。
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Ｉ（ｙ）：一般診療経費（⑮）、債務償還経費（⑯）、附属病院特殊要因経費（⑰）を対象。

Ｊ（ｙ）：附属病院収入（⑱）を対象。（Ｊ’（ｙ）は、平成１６年度附属病院収入予算額。Ｋ

（ｙ）は、「経営改善額」）

３．毎事業年度の一般管理費等にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営

費交付金については、以下の数式により決定する。

Ｃ （ｙ） ＝ Ｌ （ｙ） ＋ Ｍ （ｙ）

（１）Ｌ（ｙ）＝Ｌ（ｙ－１）×α（係数）

（２）Ｍ（ｙ）＝Ｍ（ｙ）

Ｌ（ｙ）：一般管理費（①）を対象

Ｍ（ｙ）：特殊要因経費（⑬）を対象

【 諸 係 数 】

α（ ア ル フ ァ ）：効率化係数。△１％とする。

β（ ベ ー タ ）：教育研究政策係数。物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の

必要性を総合的に勘案して必要に応じ運用するための係数。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な

計数値を決定。

なお、物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用す

る場合には、一般管理費についても必要に応じ同様の調整を行う。

γ（ ガ ン マ ）：教育研究組織係数。学部・大学院等の組織整備に対応するための係

数。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な

係数値を決定

ε（イプシロン）：施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調

整額。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な

調整額を決定。

λ（ ラ ム ダ ）：経営改善係数。２％とする。平成１７年度以降、中期計画期間中に相当

程度の収支改善を求めるための係数。

注）運営費交付金は上記算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたものであり、

各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して再計

算され、決定される。

なお、運営費交付金で措置される「特別教育研究経費」「特殊要因経費」については、

１７年度以降は１６年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の

変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において

決定される。
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注）施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、

長期借入金収入は、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。

注）施設整備資金貸付金償還時補助金は、償還計画に基づく所要額を計上している。

注）自己収入、産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、平成１５年度の最終受

入見込額により試算した収入予定額を計上している。

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。

注）業務費、施設整備費、船舶建造費については、中期計画期間中の予算の推計につい

て、により試算した支出予定額を計上している。

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入

等により行われる事業経費を計上している。

注）長期借入金償還金については、償還計画に基づく所要額を計上している。

注）運営費交付金算定ルールに基づく試算において「教育研究政策係数」「教育研究組織

係数」は１とし、また、「施設面積調整額」については、面積調整はないものとして試算し

ている。
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２．収支計画

平成１６年度～平成２１年度 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部

経常費用 ９６２，６５３

業務費 ８０３，１０３

教育研究経費 ７８，００２

診療経費 １０４，０７９

受託研究費等 １４７，１４０

役員人件費 １，１２６

教員人件費 ２７９，６４６

職員人件費 １９３，１１０

一般管理費 ７１，０８３

財務費用 １０，８１１

雑損 ０

減価償却費 ７７，６５６

臨時損失 ０

収入の部

経常収益 ９７４，８５８

運営費交付金 ４７２，１３４

授業料収益 ７８，０６５

入学金収益 １１，４８１

検定料収益 ３，５７４

附属病院収益 １７７，５４９

受託研究等収益 １４７，１４０

寄附金収益 １８，６２２

財務収益 １０４

雑益 ６，６１６

資産見返運営費交付金等戻入 ２９，７５８

資産見返寄附金戻入 ６，６２７

資産見返物品受贈額戻入 ２３，１８８

臨時利益 １６

純利益 １２，２２１

総利益 １２，２２１

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。
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３．資金計画

平成１６年度～平成２１年度 資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 １，０７０，９１８

業務活動による支出 ８７４，０６６

投資活動による支出 １０２，９７５

財務活動による支出 ７７，２８７

次期中期目標期間への繰越金 １６，５９０

資金収入 １，０７０，９１８

業務活動による収入 ９９０，３３２

運営費交付金による収入 ５３６，３７６

授業料及入学金検定料による収入 ９３，１２０

附属病院収入 １７７，５４９

受託研究等収入 １４７，１４０

寄附金収入 ２９，５３１

その他の収入 ６，６１６

投資活動による収入 ５３，１５３

施設費による収入 ５３，１５３

その他の収入 ０

財務活動による収入 １０，８４３

前期中期目標期間よりの繰越金 １６，５９０

注）前期中期目標期間よりの繰越金は、奨学寄附金に係る国からの承継見込額 16,590

百万円である。
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